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5,000
（外国人受入環境整備
交付金）

札システム利用企業会
計受入金1,255、自動車

諸収入

県支出金

（多言語相談窓口運営ほか）

損害保険金3,000、その
他雑入18,443）

（消費者行政強化促進
事業費補助1,256、特定

繰入金 5,145

諸収入

非営利活動促進法施行
事務委託金847）

2 人事管理費 90,272 増

○一 般 経 費 75,397

前年度比 11,769

・ 都市交流推進事業費

・ 多文化共生推進事業費 3,310

3,000

○一 般 経 費

2,765

・ 人 件 費

・

物 件 費

○事 業 費 6,310

委 託 料

6,605

・

2,967,617 前年度比

前年度比1,924,349

・ 26,543

1,918,039

減

補償補塡及び賠償金

負 担 金・

700

・

（全国市長会、静岡県共同利用電子入札システムほか）

1

報 償 費

891 （入札業者管理システム改修ほか）

305,752 546,644 267,300

1,877,535

費 目 本 年 度 予 算 額 特 定 財 源
増 減 一 般 財 源

1,091,5582

1 総 務 管 理 費

総 務 費 6,780,135

（国際交流基金繰入金）

前年度との比較

国 （ 県 ） 支 出 金 地 方 債 そ の 他

4,874,633

本 年 度 の 財 源 内 訳

（顧問弁護士謝礼ほか）

（旅費7,811、交際費900、需用費8,475、役務費291、使用料及び賃
借料7,528、備品購入費1,538）

（工事検査業務企業会
計受入金4,216、電子入

26,914

特 定 財 源 の 内 訳

（市長、副市長２人、正規職員143人、会計年度任用職員77人ほ
か）

144,947 減

国庫支出金

（労働保険料納付金

325,394一般管理費

（自動車事故損害賠償金）

・ （沼津国際交流協会）補 助 金

（岳陽市友好訪問団受入ほか）

（単位　千円）

財産収入 8
（利子及び配当金）

4,850、静岡県市町村振

13,334

3,000

2,103
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繰入金 4,000
（ふるさと応援基金繰入
金）

県支出金

展開事業費補助）

（単位　千円）

興協会市町受入金

3

・

・ 報 償 費 553

50,953

費 目
歳 出 の 内 訳

・ 物 件 費 33,013

○

2 総 務 費

3,235

77,382

○

負 担 金

・

・ 沼津の魅力発信推進事業費 740

負 担 金 274

9,915

・

14,875事 業 費

・

・

37,036

・ 報 償 費 1,446

・ 委 託 料 （職員健康診断ほか）

人 件 費 667
4,300、その他雑入4,184）

7,075

特 定 財 源 の 内 訳

諸収入

（旅費117、需用費33,495、役務費15,345、使用料及び賃借料
1,996）

（市民カレンダー写真提供謝礼ほか） （広告掲載料）

（ぬまづの宝100選広報活動ほか）

（特別職報酬等審議会委員10人ほか）

・ 物 件 費

広報費

・

（旅費255、需用費3,175、役務費1,057、使用料及び賃借料
28,526）

職員研修費 14,875

（市制100周年記念誌作成業務ほか）

（産業医謝礼ほか）

547

事 業 費 15,140

（静岡県広報協会ほか）

○

・ メディア広報推進経費

補 助 金

14,400 （ホームページ等管理業務委託ほか）

（職員集合研修、職員自主研修費補助290、職員自主研究グルー
プ活動費補助80ほか）

委 託 料

一 般 経 費

増

62,242

（沼津市市民憲章推進協議会）

（職員人間ドックほか）

前年度比 4,471
（ふじのくに少子化突破

500
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（その他使用料）
財産収入 49,284
（土地貸付収入42,556、
建物貸付収入5,928、物
品売払収入800）

9,400

・

・ 物 件 費

・ 地方公会計活用推進事業費

一 般 経 費

物 件 費

557,534

5,824

32

一 般 経 費 393,034

・

増7 財産管理費

・ 物 件 費

・ 負 担 金

○

○

77,093

○一 般 経 費

・

事 業 費

32

4,820

4,820

6

○

○ 9,400

一 般 経 費

物 件 費

会計管理費 5,856

負 担 金

5 財政管理費 14,220

4 文書費

69,567

・ 委 託 料 7,494

2 総 務 費

費 目
歳 出 の 内 訳

160使用料

（単位　千円）

特 定 財 源 の 内 訳

前年度比

前年度比

145,034

減

減

110

（旅費28、需用費5,296、役務費60,900、使用料及び賃借料3,343）

（出納事務研修）

（旅費57、需用費1,173、役務費4,192、使用料及び賃借料402）

前年度比

（文書等集配業務ほか）

440

13,149、備品購入費3,589）

前年度比 247,699

（旅費60、需用費77,204、役務費51,032、使用料及び賃借料

（需用費）

減

（文書法規事務研修）

111

（財務書類等作成及び活用支援業務委託ほか）

- 14 -
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財産収入

市債 215,000

164,500

（私用電話料15、旧東海
大学専用水道施設利用
料6,205、その他雑入
2,861）

特 定 財 源 の 内 訳

9,081諸収入

・

負 担 金

公 課 費

維 持 補 修 費

・ 100,623

・ 委 託 料

歳 出 の 内 訳

・

負 担 金

・ 物 件 費

人 件 費

・

・

57

・

217

9 1,540

遺 族 扶 助 料

○一 般 経 費

退 隠 料 1,483

恩給及び退職年金費

・

10 財政調整基金費

工 事 請 負 費

前年度比

5,000 前年度同額

（旧国民宿舎伊豆戸田荘解体工事ほか）

事 業 費

（庁舎補修）

（沼津市防火協会ほか）

2,396

○一 般 経 費

○

164,500遊休市有地売却処分調査事業
費

・

8 公平委員会費 617

3,000

153

（自動車重量税）

前年度比 7 減

・

2 総 務 費

費 目

（単位　千円）

（受給者３人）

141,828

（受給者１人）

（旅費200、需用費17）

（特定建築物定期点検業務、庁舎清掃、庁舎警備（守衛）ほか）

（庁舎構内電話交換機設備更新ほか）

（全国公平委員会連合会ほか）

（公平委員会委員３人）

減

281

119

566

5,000
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100

県支出金

（海抜・津波浸水深等標示板更新業務委託、津波避難施設整備
費補助3,834ほか）

32,827

45,300

（単位　千円）

特 定 財 源 の 内 訳

諸収入

（耐震性貯水槽99か所水替、水替業務交付金950ほか）

市債

（避難地案内看板設置）

（災害用トイレ処理セットほか）

（静岡県防災ヘリコプター運航連絡協議会ほか）

事 業 費

・

負 担 金

14,715物 件 費

14,900

1,291

5,150防災訓練事業費

飲料水対策事業費 1,397

18,000

津波対策事業費

12

180,141

・

・

・

費 目

2 総 務 費

11

歳 出 の 内 訳

・

減債基金費

5,000

・

○

・

・

防災資機材整備事業費

・

（防災会議委員17人ほか）

（旅費224、需用費4,111、役務費2,964、使用料及び賃借料957、備
品購入費6,459）

人 件 費

（総合防災訓練、地域防災訓練ほか）

6,848

一 般 経 費

134

委 託 料

3,397

33,513

積 立 金

100

前年度同額

○

防災費

・

工 事 請 負 費

積 立 金

・

・

213,654

維 持 補 修 費 （コミュニティ防災センター雨漏り修繕ほか）

82,258 減

100

（避難地案内看板更新ほか）7,128

前年度比

財産収入

2,261

（利子及び配当金）

（ふるさと応援基金繰入

（その他雑入）

金）

（地震対策事業費補助）
繰入金

（利子及び配当金）

58,129
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（防災行政無線施設等保守点検業務委託ほか）

575,863 増

（市勢振興調査）

（旅費325、需用費654、使用料及び賃借料120）

249

（災害ボランティアコーディネーター養成講座業務委託ほか）

策重点推進交付金

展開事業費補助1,915、
移住就業支援事業費補

特 定 財 源 の 内 訳

17,237

755,000

県支出金

（自主防災会運営費補助9,596、自主防災会資機材等整備費補助
8,640ほか）

財産収入
（利子及び配当金）

（ふじのくに少子化突破

（同報無線デジタル化整備工事ほか）

増

前年度比

546,804前年度比

（同報無線自動架電システムほか）

（家具転倒防止業務委託）

755,400

20,000

633

費

（地域活性化センターほか）

（地方創生推進交付金）

400
6,097）

1,099

771,918

国庫支出金1,214,098

歳 出 の 内 訳

3,880

自主防災会活性化事業費

防災行政無線施設保守事業費

○

災害ボランティア支援体制整
備事業費

物 件 費

1,605,503

・

・

負 担 金

委 託 料

積 立 金

・

○一 般 経 費

（ふるさと応援基金）・

事 業 費

費 目

・

2

1

総 務 費

・

・

61,500同報無線デジタル化整備事業
費

安全な地域づくり推進事業費

1,700家具転倒防止事業費

2 企 画 費

・

・

企画調整費

・

・

災害時通信システム増強事業

助9,225、地域少子化対

（被災者支援システム構築業務委託、避難行動要支援者等宿泊
施設利用料補助6,000ほか）

30,981

22,000

419

15,000

寄附金

（単位　千円）

金）
442,180 （ふるさと応援基金寄附
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諸収入

○

・

・ 結婚新生活支援事業費

人 件 費

スマートシティ推進事業費

3,000 （ロゴマーク及びキャッチフレーズ選定、PRほか）

（総合計画審議会委員15人、行政改革推進委員会委員10人）

（職員研修業務委託ほか）

増110

（補助金）

（スマートシティ推進協議会開催ほか）

9,000

前年度比

（ふるさと応援基金繰入
金）

（単位　千円）

特 定 財 源 の 内 訳

（ふじのくに結婚応援協議会負担金ほか）

（移住促進インターネット広告業務委託、テレワーク移住費補助
1,800、移住者支援交通費補助700ほか）

男女共同参画推進事業費 1,720

350

387,000

195

300

1,500

（民間まちづくり事業費補助11,000ほか）

開発計画費

・ 市制100周年記念事業費

11,900

（ふるさと納税寄附者謝礼、ふるさと納税ポータルサイト運営業務
委託、ふるさと納税PR広告、市制100周年記念返礼品作成ほか）

事業費

移住就業支援事業費

原・浮島地区まちづくり研究

（事業者選考委員会開催ほか）

（性の多様性シンポジウム開催ほか）

・

（まちづくり研究会開催ほか）

・

・

・

一 般 経 費

605

ＳＤＧｓ推進事業費

・

2

・

・

ふるさと納税推進事業費

12,300

公共施設公民連携推進事業費

（補助金）

地域おこし協力隊活用事業費

・ 280

・

700

出会い応援事業費

・

・

2 総 務 費
歳 出 の 内 訳

費 目

4,080

892

ぬまづ暮らし住み替え促進事
業費

10,050

民間支援まちづくりファンド
事業費

（静岡県市町村振興協
会市町受入金776、その
他雑入116）

（協力隊員謝礼、地域おこしフェア出展ほか）

繰入金 15,144
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300

事務改善費

○

1

・

・

負 担 金

公共施設マネジメント推進事

（旅費61、需用費9,150、役務費37,595、使用料及び賃借料
255,351） 8,000

（ふるさと応援基金繰入
金）

（デジタル基盤改革支援

前年度比

（公共施設マネジメント外部有識者会議開催ほか）

（職員研修）

前年度比

60,494

（地方公共団体情報システム機構ほか）

400

（旅費113、需用費43、使用料及び賃借料3）

・

報 償 費

・

財産収入

減情報管理費 28,769

300 減

（まち・ひと・しごと創生総合戦略推進委員謝礼ほか）

物 件 費

219

159

手数料

徴 税 費 増983,217

390,500

356,500

396

事 業 費

・

委 託 料

302,157

3,937

（情報管理費企業会計
等受入金）

負 担 金

費 目

3

2 総 務 費

○一 般 経 費

3

・

658,225

17,778

34,000

地域情報化推進事業費 34,000

税務総務費

・

32

業費

4

○

交 付 金

・ 物 件 費

・

歳 出 の 内 訳

事 業 費

（電子計算機業務運用支援ほか）50,010
諸収入

前年度比

減

（利子及び配当金）
繰入金

15,161

前年度比

（行政手続オンライン化マイナンバー系連携改修業務委託ほか）

特 定 財 源 の 内 訳

10,431

1

国庫支出金 10,857

（中間サーバ関連事務委任）

費補助）

（単位　千円）
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歳 出 の 内 訳

物 件 費

2

・

報 償 費

371 （税証明書コンビニ交付）

委 託 料 124,692

（沼津市納税推進協議会）

（税証明等手数料）

（宅地路線価格評価分析）

13,317静岡地方税滞納整理機構運営

総 務 費

○

・

委 託 料

一 般 経 費

人 件 費

・ 150,000

3,144

償還金利子及び割引料

550

301,500

特 定 財 源 の 内 訳

（過年度収入過誤納償還金145,000、還付加算金5,000）

補 助 金

負 担 金

費 目

2 賦課徴収費

○

○事 業 費

・

（標準宅地不動産鑑定評価ほか）

28,772

9,596

物 件 費

・

宅地路線価整備事業費

・

・

負 担 金

15,455

（負担金）
経費負担金

（旅費535、需用費14,622、役務費15,196、使用料及び賃借料
131,285、備品購入費44）

（地方税共同機構ほか）

（沼津税務推進協議会ほか）202

（旅費980、需用費876、役務費509、使用料及び賃借料779）

手数料

（土地家屋調査士謝礼）

161,682

250

296,220

・

・

・

・

増78,272324,992 前年度比

503,958 （固定資産評価審査委員会委員６人、正規職員70人、会計年度任
用職員11人）

3,000

・

（督促手数料）
一 般 経 費

金）

（単位　千円）

県支出金
（県民税徴収事務委託
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事務委託金）

・

選挙管理委員会費

○

537,808

一 般 経 費

（在外選挙人名簿登録
10

保障・税番号制度システ
ム整備費補助15,213、

国庫支出金

負 担 金

増

134,843

○

中長期在留者住居地届
出等事務委託金1,673、

数料77,208、自動車臨

1,300
（人口動態調査委託金

時運行許可申請手数料
536,508

前年度比

増

53,045

374,214

685）

128,986

歳 出 の 内 訳

（選挙管理委員会委員４人、正規職員７人、会計年度任用職員１
人）

56,946

手数料

4,991

・

一 般 経 費

人 件 費

215,227

60,127

・

4 戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費

2

5 選 挙 費

537,808

・

総 務 費

1 戸籍住民基本台帳費

費 目

・

・

1,300

出生記念お祝い事業費

減

28,317

事 業 費

（出生届記念品ほか）

県支出金

料1,407、その他雑入

198、旅券法施行事務委

前年度比

13,910

○

45,810

1

（地方公共団体情報システム機構ほか）

国庫支出金

1,034、船員法指定事務
手数料81）

物 件 費

人 件 費

（旅費3,862、需用費7,132、役務費3,595、使用料及び賃借料
113,935、備品購入費462）

（住居表示審議会委員12人、正規職員37人、会計年度任用職員
45人）

（証明書コンビニ交付、個人番号カード交付支援、戸籍システム改
修ほか）

委 託 料

（戸籍住民基本台帳手
134,843

（単位　千円）

減

特 定 財 源 の 内 訳

前年度比

前年度比

国民年金費委託金
8,829）

2,092

1,720

諸収入
託金1,522）

（収入印紙等売捌手数

78,323

（個人番号カード交付事
務費補助27,330、社会
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県支出金増

物 件 費

一 般 経 費

国庫支出金

委託金）

（単位　千円）

25,700

（旅費20、需用費6,574、役務費7,517、使用料及び賃借料303）

（選挙事務補助派遣ほか）

（旅費23、需用費6,776、役務費10,343、使用料及び賃借料1,749、
備品購入費3,509）

（報酬3,828、職員手当25,510）

前年度比

（報酬1,077、職員手当3,820）

400

（旅費46、需用費240）

62,440

（学生事務従事者謝礼ほか）

25,700

64,000

一 般 経 費

負 担 金・

・

59

55

2,869物 件 費

負 担 金

・

286

一 般 経 費

前年度比 増参議院議員選挙費

物 件 費 22,400

403

29,338

2 総 務 費

費 目

（県議会議員選挙事務
委託金）

人 件 費

・

選挙啓発費

報 償 費

○

64,000

・

（静岡県東部明るい選挙推進協議会）

特 定 財 源 の 内 訳

（旅費475、交際費10、需用費299、使用料及び賃借料2,085）

（静岡県各市選挙管理委員会連合会ほか）

4,897・ 人 件 費

11,859

25,700

○

県議会議員選挙費

・

14,414・

・

3

・

312

2

物 件 費

歳 出 の 内 訳

・

○

（啓発習字入選者賞品ほか）

前年度同額

報 償 費

委 託 料

4

（参議院議員選挙事務
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県知事選挙費（廃目）

前年度比 減

6 市議会議員選挙費 8,000 前年度比

25,239統計調査総務費

8,000

・ 物 件 費 8,000 （需用費）

前年度比

7,621

（選挙事務補助派遣ほか）

・ 負 担 金 4,838 （選挙運動費用公費負担）

増

一 般 経 費

57,000 前年度比 57,000

歳 出 の 内 訳

増

（報酬3,344、職員手当20,291）

30,070

・ 物 件 費

○

衆議院議員選挙費（廃目）

人 件 費 23,635

18,175

一 般 経 費

・ 報 償 費 562

・

市長選挙費

・ 委 託 料 9,790

（学生事務従事者謝礼ほか）

（単位　千円）

減458

一 般 経 費

（需用費6,730、役務費9,683、使用料及び賃借料1,762）

統 計 調 査 費

○

6,389 （選挙事務補助派遣ほか）

57,300

委 託 料

費 目

・

5

特 定 財 源 の 内 訳
2

1 県支出金前年度比

6

総 務 費

○

△

△ 減

176

委託金90、県単独統計

前年度比 65,500 減

（統計調査員確保対策
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国民生活基礎調査委託
金364、経済センサス調
査委託金50、学校基本

（就業構造基本調査2,700、住宅・土地統計調査調査単位区設定
966、社会保障生計調査382、国民生活基礎調査364、経済センサ
ス調査50、学校基本調査44）

物 件 費 265

131

46,250

・

325

・

人 件 費

48,346

24,919

2

（単位　千円）

特 定 財 源 の 内 訳
費 目

（静岡県統計協会）

（監査委員３人、正規職員４人、会計年度任用職員１人）

物 件 費

（旅費115、需用費117、役務費33）

前年度比

（需用費）

減46

減前年度比

（旅費328、交際費10、需用費1,332、役務費81）

報 償 費

・

・

県支出金 4,558

23

7

1 監査委員費

2 統計費

○

○

人 件 費

報 償 費

1,751

46

前年度比

48,346

45

総 務 費

監 査 委 員 費

統計調査事業費

4,506

○

委 託 料

一 般 経 費

・

物 件 費

・

・

（学識経験者謝礼）・

（工事等技術調査）

調査委託金86）

4,506

減

歳 出 の 内 訳

（講師謝礼）

32

事 業 費

・

（正規職員３人、会計年度任用職員１人）

一 般 経 費 325

調査委託金44）

査委託金2,700、住宅・土
地統計調査調査単位区
設定委託金966、社会保
障生計調査委託金382、

（県単独統計調査委託
金52、就業構造基本調

負 担 金

4,831

・

7,163
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29

5,500
（ふるさと応援基金繰入
金）

繰入金

2,732

事業費補助）○

・

（高齢者運転免許証自主返納支援）

一 般 経 費

1,217
諸収入

（旅費148、需用費1,030、役務費5、使用料及び賃借料34）・

1

（その他雑入）物 件 費

諸 費

47,937

物 件 費

報 償 費

事 業 費

1

○一 般 経 費

・

8

交通安全対策費

53,037

人 件 費

5,100

・

・

・

1,419

9

○

高齢者交通安全対策事業費

費 目

交 通 対 策 費

2 総 務 費

負 担 金・

（単位　千円）

（消費者行政強化促進
前年度比 736

1,957

特 定 財 源 の 内 訳歳 出 の 内 訳

5,100

負 担 金

（自治会交通安全会連合会1,649、交通指導員会154、交通安全父
母の会連合会154）

4,317

（静岡県都市監査委員会ほか）

減

53,037 4,317

前年度比

減

169

17,322

補 助 金

24,229

278委 託 料

12,866

（迷惑駐車等防止啓発活動）

（交通指導員謝礼、交通安全地区委員謝礼ほか）

（正規職員３人）

（旅費25、需用費2,065、役務費404、使用料及び賃借料238）

2,265

（静岡県交通安全協会ほか）

339,310

50

・

消費生活費

前年度比

・

前年度比

減 県支出金

減
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（ふるさと応援基金繰入
金）

15,677

県支出金

（その他使用料）
54

（防犯カメラ設置費補助
1,300、特定非営利活動
促進法施行事務委託金
254）
繰入金

2,320 託金）
（地域人権啓発活動委

（単位　千円）

負 担 金

県支出金 1,554

・ 犯罪被害者等支援事業費 820

1,067

・

増

（沼津人権擁護委員協議会ほか）

332,256

49 （旅費27、需用費22）

○

○事 業 費 820

前年度比 減 負担金

（旅費177、需用費33,651、役務費2,595、使用料及び賃借料
5,963、備品購入費850）

・

（消防組合共同利用施
設維持管理負担金）

13,740

使用料

（地区センター補修）

委 託 料 （地区センター管理18か所ほか）

物 件 費

維 持 補 修 費・

30,638

117,773

9,675

○

465

445

報 償 費

報 償 費

一 般 経 費

43,236

負 担 金

物 件 費

・

（消費生活サポーター養成講座講師謝礼ほか）

（ぬまづ消費生活展ほか）

総 務 費

自治振興費

委 託 料

・

897

（無料法律相談弁護士謝礼）

14,084

2

前年度比

特 定 財 源 の 内 訳

2

費 目

3,140

・

3

218

1,067・

・

（地区委員謝礼、指定管理者選定委員謝礼ほか）

（沼津市消費者協会）365

・

・

歳 出 の 内 訳

・

報 償 費

243,482

一 般 経 費

（見舞金支給ほか）

（地域人権啓発活動活性化事業）

759

市民相談費

補 助 金
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（自治会集会所修繕費補助11,541、自治会集会所購入費補助
3,000）

14,541

（協働のまちづくりセミナー開催ほか）

（地区自治会27,250、地域コミュニティ活動7,300、自治会連合会
5,248、地区連合自治会825、自治会連合会常任委員先進都市視
察研修719、沼津市暴力追放推進協議会500、コミュニティリー
ダー育成支援150）

域コミュニティ活動助成

（補助金）

（静岡県市町村振興協
会市町受入金5,107、地

金）

前年度比

174諸収入

2 総 務 費

4

47 （北方領土返還要求静岡県民会議ほか）

事 業 費 1,412

負 担 金

135

○

27

55

増

（旅費43、需用費3、使用料及び賃借料9）

・

・ 交 付 金

237

・

1,080

・ 地区センター整備事業費

防犯まちづくり事業費

諸費

物 件 費

・ 地域活性化事業費

一 般 経 費

553

事 業 費

（自衛官募集事務委託
1,649

88,774

58,600

63

14,000 （新西浦地区センター基本構想策定業務委託、新愛鷹地区セン
ター地質調査業務委託ほか）

自治会集会所建設等助成事業
費

（その他雑入）

国庫支出金

41,992

市債 7,000
金7,300）

特 定 財 源 の 内 訳

負 担 金

補 助 金

・

・

・ 市民協働推進事業費

・ 12,407168

歳 出 の 内 訳

○

・

諸収入

費 目

（単位　千円）

○

（職員研修ほか）

（沼津海浜訓練場施設区域取得等事務）

（沼津警察署管内防犯協会負担金、防犯灯維持管理費補助
28,705、防犯灯設置費補助16,150、防犯カメラ設置費補助2,600、
放送施設維持管理費補助2,220、放送施設設置費補助1,350、悪
質電話対策機器購入費補助1,000ほか）
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費 目

総 務 費2

1,412

（単位　千円）

特 定 財 源 の 内 訳

核兵器廃絶平和都市宣言啓発
事業費

（平和を考える小中学生作文集発行ほか）・

歳 出 の 内 訳
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